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職業能力開発に関するニーズ調査実施要領

Ⅰ 専門職種別労働者需給状況及び職業能力開発ニーズ調査

１ 調査の目的

県内事業所における専門職種別労働者の需給状況及び職業能力開発に関するニーズ

を把握し、第８次山梨県職業能力開発計画の策定並びに訓練科目の再編整備等の基礎

資料とする。

２ 調査対象

（１）対象地域

山梨県全域

（２）対象産業

日本産業分類による 建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 運「 」、「 」、「 」、「

輸・通信業 「卸売・小売業、飲食店 「金融・保険業、不動産業 「サービ」、 」、 」、

ス業」

（３）対象事業所

（２）に掲げる産業で５人以上の常用労働者を雇用する事業所 所のう12,059
ちから産業別・常用労働者規模別に無作為に抽出した約 事業所2,000

（４）対象職種

前回（平成１２年６月）に実施した調査で対象とした職種区分（７１職種）

３ 主な調査項目

（１）事業所の名称等に関する事項

・事業所の名称 ・所在地 ・主な事業内容

・主な製品の名称 ・常用労働者数 ・産業分類 等

（２）専門職種別労働者等に関する事項

① 専門職種別労働者の在職数（うち障害者数）及び不足数の状況

② 不足する労働者の充足対策（新規採用、中途採用、派遣労働者等）

③ 不足する常用労働者を新たに確保する際に重視するもの（若年者、中高年齢

者別）

④ 障害をもつ人の採用意向

（３）人材の確保及び教育訓練等に関する事項

（ 、 、 、 ）① 今後事業の拡大を予定している分野 環境 情報通信 介護 リサイクル等

② ①に必要な人材の確保の方法

（新卒採用、中途採用、契約社員、派遣社員等）

③ 従業員に望む能力向上分野（専門職種別）

④ 企業が行う教育訓練の課題

（情報化、国際化等今後重視する教育分野、自己啓発への支援策等）

⑤ 従業員の技能の評価方法及び技能向上に伴う優遇措置

（公的検定制度、社内検定等の導入、昇任・昇給等の優遇措置）

⑥ 技能の継承及び後継者育成の課題、実施方法

（技能継承の方法、後継者育成の課題等）

（４）公共職業能力開発施設に関する事項

① 公共職業能力開発施設において実施を望む職業訓練（障害者訓練を含む）

② 公共職業能力開発施設に望む機能
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４ 調査の方法

（１）調査基準日

平成１６年７月１日

（２）調査法

郵送法

（３）調査実施機関

山梨県商工労働部職業能力開発課

（調査の実施は外部委託）

Ⅱ 職業訓練修了生アンケート調査

１ 調査の目的

第８次山梨県職業能力開発計画の策定並びに訓練科目の再編整備等の基礎資料と

する。

２ 調査対象

平成１２～１４年度に産業技術短期大学校、都留及び峡南高等技術専門校、就業

1,000支援センターの職業訓練（緊急訓練及び在職者訓練を除く）を修了した者約

人のうち、無作為に抽出した 人500
＊修了後１年以上を経過した者

３ 主な調査項目

（１）修了生の属性に関する事項

・修了施設 ・修了訓練科 ・修了年度 ・訓練時の年齢

（２）現在の職業と修了した訓練科との関連

（３）修了後と現在の状況（転職の場合、職場・職種を変えた理由）

（４）習得した知識・技能の有効性

（５）就職先での評価

（６）就職後さらに必要と感じた知識・技能

４ 調査の方法

（１）調査法

郵送法

（２）調査実施機関

山梨県商工労働部職業能力開発課

（調査の実施は外部委託を予定）
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Ⅲ 日本版デュアルシステムに関する調査

１ 調査の目的

県内事業所における実習訓練（研修及び有期雇用）の受入れ意向を把握し、日本

版デュアルシステムの導入を検討するための基礎資料とする。

２ 調査対象

（１）対象地域

都留又は峡南高等技術専門校の管内地域

（２）対象事業所

実習訓練（研修及び有期雇用）の受け入れが可能と思われる事業所約３０社

実施予定施設・職種※

普通課程活用型として現段階で想定される施設及び実施方法

・都留高等技術専門校又は峡南高等技術専門校

・科目の新設又は既存科目の改編

（訓練科目は検討中

）

３ 主な調査項目

（１）日本版デュアルシステムに関する認識

（２）企業の教育訓練体制（組織、指導員等）

（３）実習訓練（研修及び有期雇用）の受入れの可否

４ 調査の方法

（１）調査法

事業所訪問によるインタビュー調査

（２）調査実施機関

山梨県商工労働部職業能力開発課（調査の実施は外部委託を予定）

Ⅳ 求職者に対する意識調査

１ 調査対象

・公共職業安定所が開催する雇用保険受給者説明会出席者

・公共職業能力開発施設（ポリテクセンターを含む）の訓練生

２ 主な調査項目

（１）求職者の属性に関する事項

・性別 ・年齢 ・居住地 ・最終学歴

・職業経験の有無 ・離職又は転職の理由

（２）求職者の希望する職業（職種）

（３）就職する際にクリアしたいと思っている項目

（専門技術、マナー、資格、健康、熱意等）

（４）希望する仕事に就職するために行うこと

（徹底した就職活動、長期の職業訓練の受講、当面の仕事への就業等）

（５）今後考えている自己啓発、職業訓練の意向
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４ 調査の方法

（１）調査法

調査票を直接配布し、郵送回収又は直接回収

（２）査実施機関

山梨県商工労働部職業能力開発課（直接実施）

Ⅴ 高等学校３年生進路希望調査実施要領

１ 調査対象

県内高等学校に在籍する３年生のうち約１，０００人

２ 調査事項

（１）生徒の属性に関する事項

・高等学校名 ・学科名又はコース名 ・性別

（２）希望する職業（仕事）及び働くこと（就職）に対する意識

（３）進路希望

① 進路希望先（大学、短大、専修学校、職業能力開発施設、就職）

② 進学する条件として重視すること

（４）興味のある又は取得したい技術、技能、資格

（５）企業実習を取り入れた実践的な学習（訓練）について

（６）職業能力開発施設の認知度

３ 調査の方法

（１）調査法

高等学校に調査票を持参し依頼

（２）調査実施機関

山梨県商工労働部職業能力開発課（直接実施）

Ⅵ 高等学校進路指導担当教諭意向調査

１ 調査対象

県内高等学校全校の進路指導担当教諭

２ 調査事項

（１）回答者の属性に関する事項

・高等学校名 ・学科名

（２）卒業生の進路に関する事項（職業能力開発施設への進路指導の状況を含む）

（３）職業に就く（働く）意義等についての指導

（４）職業能力開発施設の認知度及び設置を望む訓練科目

（５）設置を望む訓練科目

３ 調査の方法

（１）調査法

高等学校に調査票を持参し依頼

（２）調査実施機関

山梨県商工労働部職業能力開発課（直接実施）
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（参考）

１ 産業別調査対象事業所数

常用雇用者５人以上

産 業 別 の事業所数（民営） 調査事業所数

Ｅ 建設業 １，５６７

Ｆ 製造業 ２，１９２

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 １８

Ｈ 運輸・通信業 ５２１

Ｉ 卸売・小売業、飲食店 ４，２３２

Ｊ、Ｋ 金融・保険業、不動産業 ５５３

Ｌ サービス業 ２，９７６

計 １２，０５９ ２，０００

＊事業所数は 「平成１３年事業所・企業統計調査報告 （総務庁統計局）による。、 」

２ 職業訓練修了者数

施 設 名 課程 １２年度 １３年度 １４年度 計 調査対象数

産業技術短期大学校 専門課程 ６２ ８８ ７３ ２２３

都留高等技術専門校 普通課程 ２４ ２９ １９ ７２

短期課程 ５７ ７５ ７７ ２０９

峡南高等技術専門校 普通課程 １８ １６ １５ ４９

短期課程 １０５ １０２ ９２ ２９９

就業支援センター 短期課程 － － １９０ １９０

計 ２６６ ３１０ ４６６ １０４２ ５００

＊職業訓練修了者は、修了後１年以上経過している者


